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研究成果の概要（和文）：　本研究は、ドイツ、オーストリア、イギリス及びイタリアの墓地埋葬法制を比較法
的な観点から分析した結果を踏まえて、①わが国においても憲法13条によって葬送の自由、すなわち「死後、自
らの死体（遺骨）をどのように取り扱ってほしいか」についての故人の意思を尊重すべきことが要請されると考
えることができる反面で、②死者は敬意をもって葬られるべきことはわが国でも変わらないところ、③わが国で
は国レベルでの法令、少なくとも墓地埋葬法上はその調整に係るルールに乏しいことを確認し、そうしたルール
の法制化の必要を提唱した。

研究成果の概要（英文）：　In this study, we analyzed the cemetery law in Germany, Austria, England 
and Italy from the perspective of comparative law. And we proposed (1) that we should think the 
Japanese Constitution guarantees the "freedom of funeral", (2) that the dead should be buried in 
respect of human dignity in Japan, too and (3) that, though we have scarce norms which coordinates 
the freedom of funeral and the dignity of the dead in Japanese law, the legal dispositions necessary
 for such coordination should be enacted.     

研究分野：憲法学

キーワード： 墓地埋葬法　葬送の自由　信教の自由　死者の尊厳

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　近時、わが国でも伝統的な葬送のあり方とは異なる「新たな葬法」がみられるようになっている。確かに、故
人がそれを望んだのであれば、奇抜にみえる葬法も個人の自己決定あるいは「葬送の自由」として認めるべきな
のかもしれない。しかし、人の葬送というのは人間としてふさわしいやり方で行われるべきではないだろうか。
本研究では、この「葬送の自由」と「死者の尊厳」との間でどう折り合いをつけたらよいのかという問題を考察
した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 本研究の研究代表者・研究分担者は本研究以前、科学研究費補助金を受けた共同研究を通じて、
①諸外国では墓地はその公共性・公益性ゆえに公営墓地が原則とされていること、②公的施設で
ある墓地において利用者の信教の自由ないし葬送の自由を確保する仕組みが墓地埋葬法制上定
められていることを明らかにしてきた。 
しかし、研究を進めるにつれ、諸外国では「死者の尊厳」もまた墓地埋葬法制の基本原理とさ
れていることに気づくに至った。そうした観点からしたとき、「墓地、埋葬等に関する法律」（昭
和 23 年法律第 48 号。以下、「墓地埋葬法」という）を中心としたわが国の墓地埋葬法制につ
いては、墓地埋葬法がもっぱら公衆衛生法規と位置づけられている結果、墓地埋葬法が国民の宗
教的感情あるいは死者の尊厳を守ることも目的としていることが著しく軽視されているという
問題を抱えているようにみえる。つまり、墓地埋葬法に関しては、火葬率が 99％を超える現在、
公衆衛生の確保という目的が意味を失うと同時に墓地・埋葬をめぐる社会的規範が崩壊した結
果として葬法の多様化が進んだ結果、死者の尊厳が等閑視されていると思われるのである。 
しかし、「人間の尊厳」は憲法上の原理のはずであり、また、「人間の尊厳」の原理は「死者の
尊厳」をも包含するのであって、国家は、墓地埋葬法制を定めるに当たっては、「死者の尊厳」
が確保されるようにこれを行わなければならない。葬送の自由を説く現在の議論の中では個人
の自己決定が過度に強調されていることが指摘されており、葬送の自由が個人の自律にとって
重要であることはもちろんであるが、信教の自由・葬送の自由と人間（死者）の尊厳との適切な
調整が求められる。それゆえ、死者の尊厳を含めた人間の尊厳が憲法上の原理であることを再確
認し、これが墓地埋葬法制においてどのような意味を有するのかを明らかにしたうえで、これと
信教の自由や葬送の自由といかに調整すべきかを検討することが必要と思われた。これが、研究
開始当初の背景である。 
 
２．研究の目的 
本研究は、墓地埋葬法制を素材として、個人の活動の公的規律又は公役務の提供における死者
の尊厳の確保のあり方を探求することを目的としていた。その具体的な内容は、以下のとおりで
ある。 

(1) 「国民の宗教的感情」の保護ないし死者の尊厳という視点から墓地埋葬法制を見直すこと。 
諸外国では、墓地埋葬法制の基本原理として、公衆衛生の確保や信教の自由の保障と並んで死
者の尊厳の保護が挙げられており、わが国においても本来そうあるべきである。そこで、本研究
は、諸外国の墓地埋葬法制において死者の尊厳とは具体的に何を意味し、何を要請しているのか、
これを確保するためどのような制度的な仕組みが整えられているのかを、各国の墓地埋葬法制
の比較法的な検討を通じて明らかにすることを目的としていた。 

 
(2) 死者の尊厳を含めた、人間の尊厳の憲法上の位置づけを明らかにすること。 
本研究は、日本国憲法に「死者の尊厳」を読み込むときの根拠を再検討し、さらに、諸外国に
おける類似の概念を分析することを通じて、これが具体的な法制度、とりわけ墓地埋葬法制にお
いて何を要請するものであるかを考察することを目的としていた。 

 
(3) 墓地埋葬法制上、死者の尊厳と同時に、信教の自由ないし葬送の自由の確保も考慮に入れ
る必要を明らかにし、両者の調整ルールを考察すること。 
宗教的な多元化と葬送の多様化が進んだ今日、宗教的少数派の葬法・新たな葬法の中には、多
数派の目には死者の尊厳に反するように見えるものもある。この点について、本研究は、諸外国
における問題とその解決とを明らかにし、個人の自己決定と死者の尊厳との調整についての一
般的なモデルを提示することを目指すものであった。 
 
３．研究の方法 
本研究は、大きく分けて三段階の研究から成っていた。 
(1) 墓地埋葬法制における「死者の尊厳」の比較法的研究 
本研究に先立つ共同研究を通じて諸外国の墓地埋葬法制の全体像をある程度明らかにするこ
とができた。そこで本研究では、その成果を踏まえつつ、「死者の尊厳」という観点から各国の
法制を分析する。その際、行政実務は文献だけでこれを知ることが容易でないことから、必要に
応じ海外の実地調査を行う。これらを通じて、諸外国で「死者の尊厳」の保護が墓地埋葬法制の
基本原理の一つとされていることのほか、墓地埋葬法制において「死者の尊厳」が具体的にどの
ような意味を有しているのかを明らかにする。 
 
 (2) 「死者の尊厳」の憲法上の位置づけについての比較法的研究 
諸外国において「死者の尊厳」が憲法上どのように位置づけられ、どのような内容を持つもの
と考えられているのかを解明する。 

 
(3) わが国における「死者の尊厳」の憲法上の位置づけと、信教の自由・葬送の自由との調整 
日本国憲法において「死者の尊厳」をどのように根拠づけるべきか、「死者の尊厳」の保護が
そのような内実をもちうるのかを、憲法的な観点から理論的に明らかにする。 



他方で、宗教的多元化と葬送の世俗化とによって実際にどのような葬法が新たにみられるよ
うになってきたのかを明らかにする。そのうえで、「死者の尊厳」が墓地埋葬法にとって有する
意味を踏まえて、信教の自由・葬送の自由と死者の尊厳とを適切に調整するためのルールを考察
する。その際、宗教事情の違いや地域事情の違いを適切に考慮するため、地方公共団体等の墓地
行政担当者等の聞き取り調査を行う。 

 
(4) イギリスの墓地埋葬法制の全体像の解明 
本研究の研究代表者・研究分担者によるこれまでの共同研究では、イギリスの墓地埋葬法制は
取り扱ってこなかった。そこで、イギリスの制度についてもその全体像を明らかにする。 
 
４．研究成果 
本研究を通じて、次のような研究成果を挙げることができた。 
(1) 墓地埋葬法制における「死者の尊厳」の比較法的研究 
「３．研究の方法」欄の(1)及び(2)に記載した、墓地埋葬法制における「死者の尊厳」の比較
法的研究及び「死者の尊厳」の憲法上の位置づけについての比較法的研究に関して、まず、死者
の尊厳に密接に関連する概念として、ドイツ・オーストリアの墓地埋葬法について両国で前提と
されている「埋葬義務」に注目し、その内容を明らかにすることに努めたほか、埋葬技術や社会
の変化により従来想定されていなかった新しい選択肢が出現していることについて、両国がど
のように対応しているかを検討した。これらの検討の結果、死から墓地に埋葬され続ける段階ま
でを規律する法制度の必要性を指摘し、埋葬義務及び個人の尊重の理念をその理念とすべきで
あることを提唱した。 
 また、遺体の処理方法の多様化等に応じて改正の動きが著しいドイツの墓地埋葬法制におけ
る墓地の設置・廃止等に係る考慮事項の整理・分析を行うとともに、2018 年 9月 5日から 12日
までフランクフルト大学、ハイデルベルク「Body Worlds」等で調査を行い、ドイツにおける第
2次世界大戦前の墓地埋葬法制や新たな遺体の処理方法に関する法的議論の一端を検討した。そ
の結果、改正の動きが著しい中にあってなお、死者の尊厳や死者に対する追憶の場を求める遺族
の権利といった憲法上の諸価値のみならず、公衆衛生上の利益や都市計画上の諸利益を含む様々
な実体的考慮事項を慎重に衡量するための仕組みがしばしば法定されていること、例えば、慎重
に衡量するための組織的な考慮として、墓地経営主体となり得る市町村から独立した専門的行
政機関の関与が原則として求められていることを明らかにすることができた。 
 さらに、イタリアの墓地埋葬法制の中では、「死者への敬愛」ということが言われ、人の死体
やこれが葬られている墓所は一定の敬意をもって取り扱われるべきこと、死者はその尊厳を損
なわないようにして埋葬・火葬されなければならないということが要請されており、死者への敬
愛は、憲法 2 条及び 3 条に表明された人格主義原理に根拠づけられる憲法上の原理としても理
解されていることを明らかにした。 

 
(2) わが国における「死者の尊厳」と、葬送の自由との調整 
① 「３．研究の方法」欄の(4)に記載した、わが国における「死者の尊厳」の問題及びその葬
送の自由との調整の問題に関して、「５．主な発表論文等」欄に記した「散骨規制条例と葬送の
自由・死者の尊厳」と題する論稿を公表した。その中で、わが国では葬送の自由が散骨葬をすす
める運動の中で、憲法 13 条後段の幸福追求権ないし自己決定権の１つとして主張されてきたこ
とを紹介し、しかし、葬送の自由は、その性質上これが行使されるときには必ずその権利主体と
なるべき本人は死亡しているのであって、憲法上の原理として主張するためには、別の理由づけ
を考える必要があり、むしろ、憲法 13 条前段の「個人の尊重」にこそ注目すべきことを明らか
にした。すなわち、この規定は、死亡により基本的人権の享有主体でなくなった人間の取扱いに
関する客観的規範を含むと解しうるところ、「個人の尊重」が個性の尊重を保障するものである
ことに着目すれば、「死後、自らの死体（遺骨）をどのように取り扱ってほしいか」についての
故人の意思を尊重することは、憲法 13 条前段によって客観法上要請されると考えることができ
るのである。 
② また、「５．主な発表論文等」欄に記した「葬送秩序の変容と地方公共団体」と題する論稿
では、わが国における葬送秩序の変容は、遺体に直接の処理を行う過程に係る「第一次葬」のレ
ベルでも、焼骨の処理に係る「第二次葬」のレベルでも生じているところ、墓地埋葬法上は第二
次葬レベルにおける葬送の自由に対する制約が少ないがゆえに、散骨の規制にみられるように、
地方公共団体それぞれに対処が委ねられるという事態を招いていることを明らかにした。また、
今や葬送秩序を「個人の自己決定」によって再構築することは不可避であるが、葬送の自由には、
自らの選択を叶えてくれる誰かの存在が不可欠であるという特殊性があるほか、現実には「自分
らしい死」のプロデュースにはそれを行うための時間、情報、費用が必要であるにもかかわらず、
そうした事実上の問題を解決しない限り、いくら葬送の自由があると言ってみたところで画餅
に帰すことになる。そこで、この論稿は、近時地方公共団体で広まりつつある「終活支援」の取
り組みを葬送の自由の実質化という観点から評価すべきことを明らかにしている。 

 
 (3) イギリスの墓地埋葬法制の全体像の解明 
「３．研究の方法」欄の(4)に記載したイギリスの墓地埋葬法制の全体像の解明に関しては、イ



ギリスにおける墓地埋葬法制について比較法的な観点から分析・研究を行い、また、この調査の
ために 2017 年 9 月 10 日からカーディフ大学を訪問して聞き取り調査を行ったほか、カーディ
フのカテイ墓地、ロンドンのハイゲート墓地の現地調査を行った。これらの研究を通じて、イギ
リスでは自由の観念を基礎とし、検死を中心とする手続的かつパッチワーク的な規律が行われ
ていることを明らかにすることができた。「５．主な発表論文等」欄に記載したように、この成
果は、すでに 2019 年 6 月 8 日に国士舘大学で開催された第 78 回宗教法学会で報告し、その原
稿は 2020 年 10 月発行予定の同学会の学会誌に掲載されることが決まっている。 
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